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はじめに 

 

 

平成27年9月に厚生労働省が公表した「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」で

は、社会福祉士について「新しい地域包括支援体制におけるコーディネート人材としての活

用を含め、そのあり方や機能を明確化する」としている。また、平成28年6月に閣議決定さ

れた「一億総活躍プラン」に基づき、厚生労働省に「我が事・丸ごと地域共生社会実現本

部」が設置され、地域共生社会の実現に向けた検討が行われているところである。一方で、

社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会では、包括的な相談支援体制と住民主体の

地域課題解決体制を構築していくためにソーシャルワーク専門職である社会福祉士に求めら

れる役割等について継続して検討がなされているところである。 

本事業では、地域包括支援体制で主要な役割を担う場と予測される地域包括支援センター

や社会福祉協議会等で相談援助業務を行う者を対象に調査を実施し、支援の現状と課題を把

握した。平成28年12月に公表された「地域力強化検討会中間とりまとめ」で指摘された「制

度横断的な知識を有し、アセスメントの力、支援計画の策定・評価、関係者の連携・調整、

資源開発」さらに、福祉人材確保専門委員会において示された「ソーシャルワークの機能」

を果たすことができる人材を養成するため、社会福祉士養成にかかるカリキュラム・ポリシ

ーを策定し、新たな地域包括支援体制を担うことができる人材の養成と、既資格取得者の学

び直しの機会を創出することにより、もって地域共生社会の実現と、国民の福祉に資するこ

とを目的に行う事業である。 

本報告書は、「平成28年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業

分）」として実施したものであるが、昨今の社会福祉士養成カリキュラムの見直しの検討を

はじめとする国の動向や社会のニーズ等を踏まえ、本事業で得られた成果を基に継続して同

体制で検討を行うため、平成29年3月時点での＜暫定版＞とさせていただいた。さらに検討

を加え、平成29年夏頃に＜最終版＞を提出する予定である。 

本事業の実施にあたり、多くの関係団体等に調査協力をいただいた。ここに深く感謝申し

上げるとともに、引き続き、ご協力をお願い申し上げる次第である。 

 

 

平成29年3月 

一般社団法人日本社会福祉士養成校協会 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































一般社団法人日本社会福祉士養成校協会は、一般社団法人日本精神保健福祉士養成校協会、

一般社団法人日本社会福祉教育学校連盟との合併により、平成 29（2017）年 4 月より 
「一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟」になります。なお、住所地、電話番号は

変更ありません。
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